
は じ め に

1980 年代当初、新自由主義政策が英米をはじめいくつかの国々に導入され
た。その後、競争原理が最優先する政策のもとで、国際的には南北間の格差の
拡大、民族紛争や宗教・宗派間抗争の激化が、そして、国内的にも富の分配の
不公平、とくにマイノリティの差別と排除の拡大がこれまで以上に深刻な社会
問題として自覚されるに至った。加えて市民生活においても、福祉国家時代に
享受できた各種の権利が保障の対象として存続することが困難となった。

新自由主義・市場化政策がもたらした影響は顕著であった。軍事拡張をは
じめ富裕層の減税、企業（中小・零細）の淘汰、金融資本の再編・系列化・肥
大化、不良債権の累増化、行財政改革による公共サーヴィスの圧縮、雇用市場
の劣悪化、そして教育の質的低下などである。とくに教育と福祉の分野におい
て受益者負担原則が積極的に導入され教育や福祉の商品化をもたらし、専門職
員の充実が疎かにされるなど、専門性や公共性の後退が余儀なくされた。さら
に、生涯学習の機会均等原則も存続が危ぶまれ、今日に至っている。

総体的に経済的な環境条件の整備が難しい時代に直面し、ヨーロッパにお
ける先進諸国では生涯学習を含む教育改革が取り組まれた。例えば、英国労働
党を中心とした「第 3 の道」政策においては、「新しい公共性」の創出を目指
し、市場原理政策の緩和策が追求され、教育の最重視を謳い、疲弊した福祉・
教育現場の修復と改革が試みられた。EU 諸国では、雇用の安定化を求めて職
業的スキルや資格取得を重視するエンプロイアビリティ（被雇用者の職業的適
応力）の開発教育が重視された。一方、スウェーデンをはじめ相対的に福祉国
家体制を存続させてきた北欧諸国では、教育の競争原理を排除し、大学と労働
組織と自治体が協働して市民主体で無償を原則とする伝統的な生涯学習政策を
持続させてきたことはあらためて注目に値する。他方、新興国では内実はアメ
リカンスタンダードのグローバル化の中で経済的停滞に苦しみ、教育改革が遅
滞しているとは言え、青年・成人教育実践の可能性や教育的不利益層の解消を
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目指す「国家教育計画」（2011 年）の着実な実現が期待される。
日本では、「生涯学習体系への移行」と題し、臨調行政改革の教育版とも言

える能力主義教育政策の再編構想（1984 ～ 1987（昭和 59 ～ 62）年、臨時教
育審議会）が提言され、教育の個性化（自由化）のもと、地域との連携、学校
との連携、さらに首長部局を軸にすえた一般行政主導の生涯学習改革が試み
られた。近年では指定管理者制度の導入によって市場化政策がいっそう促進
され、公教育としての社会教育（生涯学習）を解体しつつあることが懸念され
る。

各国の生涯学習をめぐる改革は必ずしも順調に成果をあげているとは言え
ないけれど、公民館をはじめ、成人教育センターや民衆大学では、人びとが
日々の地域や暮らしの問題をテーマに学び合う講座やサークルにおいて自らを
エンパワーし、地域や暮らしの主人公 ─ 自由、平等、公正な立場に立って公
共社会を担う主体─ として人びとが成長している教育実践・学習実践は数多
く存在する。さらに、発展途上国ではとくに、内外の NPO、NGO 等の民間
セクターによる民衆教育実践（識字をはじめ基礎的な市民教育・職業教育）が

「教育への権利」を実現する貴重な担い手となっている。ドイツ民衆大学連盟
のアジア・アフリカ・ラテンアメリカ諸国でのこうした教育活動への支援も有
意義な働きである。こうした教育実践の中にこれからの生涯学習の可能性が潜
在しているものと思われる。多くの国や地域で、とりわけ第三世界における市
井の人びとによるボランタリー（自発的、自治的）な学習活動の深化・発展に
期待したい。

この間に、ユネスコは、教育を「人間の抑圧の手段ではなく解放の手段」
（P. フレイレ）ととらえる教育論を基底に置き、「学習権」宣言の採択（1985
年）をはじめ、「21 世紀への成人教育計画（アジェンダ）」（1997 年）をアピー
ルし、また「学習；秘められた宝」（1997 年）を提言するなど、生涯学習の自
由と権利および公共性を正当に主張するいくつかのメッセージを世界に発信し
た。

上述のような、1980 年代以降の生涯学習政策・実践の動向やユネスコや
OECD のメッセージに積極的、かつ批判的に学びながら、新しい時代の生涯



学習のあるべき方向をどう構想するか。平和、民主主義、人権、さらに貧困、
環境といったボーダレスで現代的な課題を正面にすえ、子ども、若者、働く
市民、女性、高齢者、障がい者、先住民、および移民・難民といったマイノリ
ティの顕在的、かつ潜在的要求に真正面に応え得るオルタナティヴな教育シス
テム（雇用市場や労働組織と結ぶ職業教育や労働学習を含む）をどう構築する
か。そのために究極的には、とりわけ福祉国家において実現した社会権として
の学習権をいかに復権するか。そして何よりも、学習者の自由と自治を前提と
する「権利としての生涯学習」をどう理念的に深化し、さらにどう実質化する
か。以上の問題意識こそ本書の執筆者がほぼ共有するものである。

本書は、このような問題意識に立って、わが国をはじめ、諸外国の生涯学習
の政策、制度、実践について現状と課題を論述している。まさに、生涯学習を
めぐる地域と日本と世界の動向を総体的に俯瞰し、それぞれの国におけるこれ
からの生涯学習のあり方に論及している。本書は、かつて名古屋大学社会・生
涯教育研究室の OB・OG のメンバーで公にした『現代世界の生涯学習』（2002
年）の全面的な改訂版である。同書の問題意識を継承しつつ、本書では、主と
して世紀転換期以降現在に至る日本と諸外国の生涯学習の動向に着目した。し
たがって、本書に収録されている各論文は日本と各国の生涯学習の概説にとど
まらず、特定のテーマにフォーカスした論稿であり、本書はそれらの論文から
成る論文集である。生涯学習に関心をお持ちの方々が、現代日本における生涯
学習にかかわる諸問題を世界の動向を視野に入れて考える上で、また今後将来
の日本と諸外国の生涯学習の可能性を読み解く上で、本書が少しでもお役に立
つならば、嬉しい限りである。

最後に、ご多忙中、玉稿を寄せていただいた諸氏にお礼を申し上げる。本書
の編集作業を担って下さった松田武雄、河野明日香の両氏に深く謝意を表した
い。また、出版を快諾下さった大学教育出版の佐藤守氏にお礼を申し上げる。

2016 年 8 月 15 日
新海英行
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